
   法改正・労働問題・労基署対策・労務実務を「労働問題専門」の社労士が解決！ 

   

   発行者：みらい労働法務事務所 

 
２０１６ 

７ 月 号 みらい労働法務事務所ニュース  

特 別 休 暇 に つ い て 

代表社会保険労務士 

谷口 史晃 

 

 

☆ 編 集 後 記 ☆ 
 

 家のベランダに車のスペアタイヤを置いていたら

なんとその中にスズメが巣を作りました。 

 「食べるかな？」と思いパンくずをまいておくと

夕方にはきれいさっぱりなくなってしまいます。 

 カラスがやってきてヒヤヒヤすることもあります

が、今のところはよろしくやっているようです(^^) タイヤの隅の方にいるようです 
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  法律上の義務はありませんが、慶弔休暇などの特別休暇を設けている会社があります。 

  そこで今回は「特別休暇を規定する際の注意点」について簡単に整理します。 

① 休暇の種類を決める 

 結婚、出産、親族の死亡時などに休暇が取れるよう設定されているところが多いです。 

 会社によっては「創立記念日休暇」「バースデー休暇」「ボランティア休暇」などを 

 設けているところもあります。どんな休暇を設けるかは会社の自由です。 

② 休暇の日数や消化についてのルールを決める 

 例えば結婚休暇の場合「入籍日または結婚式の日から起算して継続して６日」というように 

 起算日、継続or断続、日数を規定します。単に「６日間」とするといつまでに消化するのか 

 や継続か断続で取得できるのかが明確でないためトラブルの原因になります。 

③ 休暇中に休日が被った場合の扱いを決める 

 例えば「特別休暇日数には休日を含む（or含まない）」というような形で規定しておきます。  

④ 休暇を取得した際の給与の有無や金額を決める 

 払う払わないでモメてしまうこともありますので、休暇中の給与の支払いの有無は必ず設定 

 してください。また支払う場合はその金額についても併せて規定してください。なお金額に 

 ついては会社が自由に設定できます。  


